
自然再生条例の制定（全国初、２００１．１０．１施行） 

「自然再生」とは 

 

 志木市に自然はあるの?自然とは大気、水、土壌、動植物を一体として、総合的にとらえたものと

されています。この中で、開発に伴って失われる自然、特に、緑の減少は大きくなっています。 

  

このような状況の中で、市は自ら自然をたいせつにする姿勢を示すため、平成 13 年 10月 1 日から

「志木市自然再生条例」（全 17 条）を全国に先駆けて施行しました。緑はどのくらい減ったか? 

 

 

 

市内の緑は、この 50 年の間に半減してしまいました。開発の裏で自然破壊が進んでしまったことを、

深刻に受け止めなければなりません。 

志木市は、平成 5 年から緑化基準を設け、開発面積ごとに緑化割合が定められています。また、こ

のほかにも、さまざまな緑化に関する制度が整備されています。 

 

 



 

基本理念と責務 

 

 この条例は、「自然の保全及び再生は、現在及び将来の市民が、自然からの恩恵を持続的に得

るために、自然の量的かつ質的な価値を高め、自然と共生した心豊かなまちを創造していくこと」を

基本理念としています。 

 

 更に、全国で初めて、ミティゲーション（影響緩和手法）の考えに基づき自然への影響の回避や最

小化、代償（代替や補償）といった手法で、自然を保全し、再生していく責務規定を設けています。 

 

市政における本条例の意義 

 この条例制定により、次の効果を期待しています。 

 

①そこに住む市民が、忘れかけていた身近な自然の復活 

 

②政策・計画を策定する段階で、開発に伴う自然の減少をくい止める効果 

 

③各種マスタープランの既存施策を、計画的に推進する原動力 

 

自然の保全と再生の展望 

 

 市民の視点を取り入れ、わかりやすく実現可能な再生計画を策定するため、市民の参加を得なが

ら、計画策定プロジェクトチームを設置していきます。 

 更に、市が行う公共事業は、志木市自然再生条例運営実施要領を別に定めており、道路や公園

の整備事業、公共施設の建設事業などについて適用し、自然再生事業が進められていきます。 

 また、すでに実施した公共事業では、動植物の影響を最小限にとどめる努力が始まっています。 

 


